
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 東海財務局長

【提出日】 平成29年２月14日

【四半期会計期間】 第54期第２四半期（自　平成28年10月１日　至　平成28年12月31日）

【会社名】 新東株式会社

【英訳名】 SHINTO COMPANY LIMITED

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　石川　達也

【本店の所在の場所】 愛知県高浜市論地町四丁目７番地２

【電話番号】 （０５６６）５３－２６３１（代表）

【事務連絡者氏名】 管理部長　　　　　早川　正

【最寄りの連絡場所】 愛知県高浜市論地町四丁目７番地２

【電話番号】 （０５６６）５３－２６３１（代表）

【事務連絡者氏名】 管理部長　　　　　早川　正

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

新東株式会社(E01219)

四半期報告書

 1/16



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期
第２四半期
累計期間

第54期
第２四半期
累計期間

第53期

会計期間

自平成27年
　７月１日
至平成27年
　12月31日

自平成28年
　７月１日
至平成28年
　12月31日

自平成27年
　７月１日
至平成28年
　６月30日

売上高 （千円） 3,654,608 3,282,648 6,839,571

経常利益 （千円） 169,371 164,981 182,827

四半期（当期）純利益 （千円） 122,658 114,698 114,238

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 412,903 412,903 412,903

発行済株式総数 （千株） 4,158 4,158 4,158

純資産額 （千円） 3,445,730 3,523,943 3,432,998

総資産額 （千円） 8,241,063 7,578,180 7,618,246

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 34.64 32.41 32.27

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 7.50

自己資本比率 （％） 41.8 46.5 45.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 449,319 125,362 766,368

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △215,210 △30,574 △233,073

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 4,328 △41,130 △570,632

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 381,010 158,892 105,235

 

回次
第53期
第２四半期
会計期間

第54期
第２四半期
会計期間

会計期間

自平成27年
　10月１日
至平成27年
　12月31日

自平成28年
　10月１日
至平成28年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 22.08 22.82

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関係会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 
 

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府や日銀が積極的な政策を打ち出したものの、中国をはじめと

する新興国の景気の減速や米国大統領選後の金融市場の混乱等、景気の先行き不透明な状況が継続しております。

当業界におきましては、過去最低水準の住宅ローン金利の影響により、新設住宅着工戸数が前年比で堅調に推移

しております。しかしながら、消費者の将来不安等により、消費が手控えられ、戸建住宅の着工戸数は予想を下回

る水準に留まっており、不透明感が高まっています。

売上の状況といたしましては、当社主力製品である「ＣＥＲＡＭシリーズ」やリフォーム商材の石付板金屋根材

「ＳＨＩＮＴＯかわらＳ」等、当社の特色を活かした営業を展開いたしましたが、太陽光関連売上の減少等によ

り、前年比減収となりました。

利益面におきましては、生産の効率化等に努めましたが売上高の減少の影響により売上総利益、営業利益、経常

利益、四半期純利益のいずれも前年同期を下回りました。

以上により、売上高3,282百万円（前年同期比371百万円減少）、売上総利益675百万円（前年同期比4百万円減

少）、営業利益149百万円（前年同期比7百万円減少）、経常利益164百万円（前年同期比4百万円減少）、四半期純

利益114百万円（前年同期比7百万円減少）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末と比較して40百万円減少し、7,578百万円となりました。

これは主に現金及び預金が53百万円増加したこと等に対し、固定資産が60百万円、受取手形及び売掛金が29百万円

減少したこと等によるものであります。

負債合計は、前事業年度末と比較して131百万円減少し、4,054百万円となりました。これは主に支払手形及び買

掛金が74百万円、流動負債その他が40百万円減少したこと等によるものであります。

純資産合計は、四半期純利益が114百万円となり、剰余金の配当が26百万円あったこと等により、90百万円増加

の3,523百万円となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動により125百万円増加

し、投資活動により30百万円減少し、財務活動により41百万円減少となり、あわせて53百万円増加し、当第２四半

期会計期間末には158百万円となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動における資金の収入は、125百万円となりました。

これは、主に税引前四半期純利益164百万円、非資金費用である減価償却費105百万円の増加要因に対し、仕入債

務の減少72百万円、法人税等の支払60百万円の減少要因があったこと等によるものであります。

 

　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動における資金の支出は、30百万円となりました。

これは、主に有形固定資産の取得による支出31百万円があったこと等によるものであります。

 

　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動における資金の支出は、41百万円となりました。

これは、主に配当金の支払額26百万円、借入金の純減少11百万円があったこと等によるものであります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

当社は、企業経営を通して、住環境の改善と顧客ニーズに対応した製品の開発に取り組み、エネルギー問題・環

境問題に積極的に取り組む地球環境に優しい企業を目指しております。

当社の技術部署を集約したテクノセンターでは、品質保証課・開発課・生産技術課の連携強化により、品質の安

定化・新製品の開発・生産効率の向上・省エネルギー化・職場環境の改善などを推進しＣＳ及びＥＳ向上に取り組

んでおります。

現代建築にマッチしたデザインとしてグッドデザイン賞を受賞した『セラムＦフラット　システム瓦』にデザイ

ンと機能を兼ね備えた『ストレート袖』が追加され、大変好評をいただいております。なお本製品につきまして、

意匠及び特許を取得しております。

また、据え置き型太陽光発電システムを安全に設置可能な『同質支持瓦』の量産化を実現しており、製品ライン

ナップの充実化にも取り組んでおります。

今後も太陽光発電システム市場の様々な展開に対応してまいります。

鬼瓦を玄関などのインテリアに飾れる商品『鬼瓦家守onigawara iemori』は現在９種類の鬼瓦で展開しその取組

みが評価され、経済産業省　地域産業資源活用事業計画に採択されました。販路もインテリア業界やギフト業界へ

の拡販を行うことで、幅広い層に瓦及び日本の住文化の情報を発信し、高い評価を受けております。今後も国内外

に継続して情報発信していきます。

瓦の廃材を再利用した水耕栽培用園芸用土「リサイクルコーン」に新色３色を追加しました。『桜・クリーム・

チャコール』の追加により７色展開となり、ホームセンターやインテリアショップなど販路を広げています。

その他、製品軽量化や産業廃棄物の有効利用等を目的とした原料開発につきましても、引き続き活動してまいり

ます。

以上の結果、当第２四半期累計期間の研究開発費の総額は、３百万円となりました。

なお、当社の事業は、瓦製造販売事業の単一セグメントであるため、セグメントとの関連は記載しておりませ

ん。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,158,417 4,158,417

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数1,000株

計 4,158,417 4,158,417 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成28年10月１日～

 平成28年12月31日

　　　　　

－
4,158,417 　　　　　－ 412,903 　　　　　－ 348,187
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（６）【大株主の状況】

  平成28年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

有限会社マルイシ 愛知県高浜市青木町８丁目5-7 195,000 4.68

石川　大輔 愛知県高浜市 190,500 4.58

石川　達也 愛知県高浜市 184,500 4.43

岡崎信用金庫 愛知県岡崎市菅生町元菅41 183,000 4.40

瀬下　信行 群馬県藤岡市 151,000 3.63

株式会社愛知銀行 名古屋市中区栄３丁目14番12号 144,000 3.46

石岡　真千子 浜松市東区 135,600 3.26

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

 （常任代理人　日本マスター

 トラスト信託銀行株式会社）

東京都港区浜松町２丁目11番3号 130,871 3.14

石川　富子 愛知県高浜市 121,320 2.91

新東社員持株会 愛知県高浜市論地町４丁目7-2 117,000 2.81

計 － 1,552,791 37.34

（注） 上記のほか、自己株式が619,194株あります。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  619,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,521,000 3,521 －

単元未満株式 普通株式   18,417 － －

発行済株式総数 4,158,417 － －

総株主の議決権 － 3,521 －

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

新東株式会社
愛知県高浜市論地町

四丁目７番地２
619,000 － 619,000 14.88

計 － 619,000 － 619,000 14.88

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

新東株式会社(E01219)

四半期報告書

 6/16



第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成28年10月１日から平成28

年12月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成28年７月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年６月30日)
当第２四半期会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 265,235 318,892

受取手形及び売掛金 1,240,519 ※ 1,210,554

電子記録債権 191,925 ※ 209,377

商品及び製品 1,355,905 1,359,824

仕掛品 19,939 15,054

原材料及び貯蔵品 76,237 67,871

その他 40,371 30,307

貸倒引当金 △2,000 △3,000

流動資産合計 3,188,133 3,208,883

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,178,691 1,146,068

機械装置及び運搬具（純額） 182,950 145,493

土地 2,676,418 2,676,418

その他（純額） 237,800 238,153

有形固定資産合計 4,275,861 4,206,133

無形固定資産 6,206 7,325

投資その他の資産   

投資有価証券 42,997 47,285

その他 113,355 116,415

貸倒引当金 △8,308 △7,862

投資その他の資産合計 148,044 155,837

固定資産合計 4,430,112 4,369,297

資産合計 7,618,246 7,578,180
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年６月30日)
当第２四半期会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 450,545 376,478

電子記録債務 381,151 382,838

短期借入金 1,909,996 1,969,996

未払法人税等 66,229 59,398

賞与引当金 12,075 12,087

その他 442,412 402,102

流動負債合計 3,262,409 3,202,900

固定負債   

長期借入金 590,006 518,341

退職給付引当金 161,846 166,067

資産除去債務 31,273 31,617

その他 139,713 135,311

固定負債合計 922,838 851,336

負債合計 4,185,248 4,054,237

純資産の部   

株主資本   

資本金 412,903 412,903

資本剰余金 348,187 348,187

利益剰余金 2,784,530 2,872,685

自己株式 △124,919 △124,919

株主資本合計 3,420,703 3,508,857

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 12,295 15,085

評価・換算差額等合計 12,295 15,085

純資産合計 3,432,998 3,523,943

負債純資産合計 7,618,246 7,578,180
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成27年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 3,654,608 3,282,648

売上原価 2,974,676 2,607,369

売上総利益 679,932 675,279

販売費及び一般管理費 ※ 522,382 ※ 525,462

営業利益 157,549 149,817

営業外収益   

受取利息 17 19

受取配当金 594 714

受取運送料 13,159 11,273

補助金収入 156 6,041

その他 12,520 9,947

営業外収益合計 26,448 27,996

営業外費用   

支払利息 14,584 11,104

その他 41 1,729

営業外費用合計 14,626 12,833

経常利益 169,371 164,981

税引前四半期純利益 169,371 164,981

法人税、住民税及び事業税 47,400 51,097

法人税等調整額 △686 △813

法人税等合計 46,713 50,283

四半期純利益 122,658 114,698
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成27年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成28年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 169,371 164,981

減価償却費 88,062 105,930

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,448 4,220

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,941 554

賞与引当金の増減額（△は減少） △51 12

受取利息及び受取配当金 △611 △733

支払利息 14,584 11,104

売上債権の増減額（△は増加） △60,497 12,021

たな卸資産の増減額（△は増加） 124,943 9,331

仕入債務の増減額（△は減少） 94,264 △72,379

未払消費税等の増減額（△は減少） 11,709 △30,007

その他 △4,157 △8,937

小計 439,125 196,097

利息及び配当金の受取額 599 726

利息の支払額 △14,347 △10,581

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 23,942 △60,880

営業活動によるキャッシュ・フロー 449,319 125,362

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △50,000 △50,000

定期預金の払戻による収入 20,000 50,000

有形固定資産の取得による支出 △191,999 △31,000

その他 6,789 426

投資活動によるキャッシュ・フロー △215,210 △30,574

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 8,180,000 8,230,000

短期借入金の返済による支出 △8,565,200 △8,170,000

長期借入れによる収入 500,000 －

長期借入金の返済による支出 △80,034 △71,665

リース債務の返済による支出 △4,331 △3,197

配当金の支払額 △26,105 △26,268

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,328 △41,130

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 238,437 53,657

現金及び現金同等物の期首残高 142,572 105,235

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 381,010 ※ 158,892
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【追加情報】

　繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四半期会

計期間から適用しております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

※　四半期会計期間末日満期手形等

　四半期会計期間末日満期手形等の会計処理については、当四半期会計期間末日が金融機関の休日でしたが、満期日

に決済が行われたものとして処理しております。当四半期会計期間末日満期手形等の金額は、次のとおりでありま

す。

 
前事業年度

（平成28年６月30日）
当第２四半期会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形 －千円 33,491千円

電子記録債権 － 2,590

 

（四半期損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自 平成27年７月１日
　　至 平成27年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自 平成28年７月１日
　　至 平成28年12月31日）

荷造包装費 83,764千円 80,340千円

役員報酬 34,170 36,843

給与手当及び賞与 162,926 159,513

減価償却費 17,464 17,626

賞与引当金繰入額 5,777 5,624

退職給付費用 5,767 3,287

貸倒引当金繰入額 － 1,144

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と、四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期累計期間
（自 平成27年７月１日
至 平成27年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自 平成28年７月１日
至 平成28年12月31日）

現金及び預金勘定 541,010千円 318,892千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 160,000 160,000

現金及び現金同等物 381,010 158,892
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成27年７月１日　至　平成27年12月31日）

１．配当金支払額

決議
株式の種
類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年９月28日

定時株主総会
普通株式 26,555 7.5 平成27年６月30日 平成27年９月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成28年７月１日　至　平成28年12月31日）

１．配当金支払額

決議
株式の種
類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年９月28日

定時株主総会
普通株式 26,544 7.5 平成28年６月30日 平成28年９月29日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自平成27年７月１日　至平成27年12月31日）

　　　　　当社は、瓦製造販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自平成28年７月１日　至平成28年12月31日）

　　　　　当社は、瓦製造販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成27年７月１日
至　平成27年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成28年７月１日
至　平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 34.64円 32.41円

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 122,658 114,698

普通株主に帰属しない金額（千円） －  

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 122,658 114,698

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,540 3,539

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   平成２９年２月１４日

新東株式会社    

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴木　晴久　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 神野　敦生　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新東株式会社の

平成28年７月１日から平成29年６月30日までの第54期事業年度の第２四半期会計期間（平成28年10月１日から平成28年12

月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成28年７月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、新東株式会社の平成28年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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